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実　施　状　況　と　今　後・の　見　通　し

①∵時短促進のための省力化、環境対応、流通業対策等中小企業が必要とする構造改

’革を支援するため、政府関係中小企業金融機関及び中小企業体質酎嘩金助成制度

を通じた低利資金の融資制度を設ける等の措置を講ずる。

②中小企業の省力化、合理化関連等の設備投資を促進するため、中小企業の革度化

、環境にも配慮したエネルギーの有効利用等に資する設備を、投資促進税制の対象

に追加する。

③　中小企業事業団の高度化融資事業を前倒しして実施する。

④　中小食料品小売業者等の流通の改善、農林漁業金融の円滑化等を図る痺め、農林

漁業金融公庫の低利融資制度の延長等を行う。

（3）下請企業対策

下請取引オンライン・ネッFトワークシステムに卑る全国規模のあっせんの開始等下

請取引あっせんの強化を行う。

6．雇用対策

雇用動向についての情報の収集、分析を迅速かう的確に行うとともに、失業を伴わな

い労働移動の円滑化を図り、併せて、混用請整助成金の支給対象となる業瞳の指定基準

の緩和に係る暫定捨置を設け、業種指定を機動的に行うことにより、事業転換や能力向

上のための教育訓珠、出向、一十時休業による雇用維持を図る。

・時短促進のための省力化などの構造改革を支援するための低利融資制度由創設等を準備

中。

）
′．

・設備投資を促進するための税制上の措置として3税制について合計130設備を新たな

対象としており（引1）参照）、特に中小企業固有の設備としては以下のとおり67設備を

新たに追加した（9甘23日告示、10月1日施行）。

中小企業新技術体化投資促進税制　　　　　　　45設備

エネルギー需給構造改革推進投資促進税制　　　　22設備

・手引書を作成し、マスコミ及び業界団体に対して配布するなど、制度の利用促進のため

積極的なPR活動を実施した（9月28日）。

・また、今後四半期毎に実際の利用状況及び付随投資額を把達するため、瀾係省庁、団体

等にその協力を要請した（9月28日）。

・各都道府県に対し、高度化融資事業ゐ前倒しのため、高度化事業計画の診断の早期実施

、事業案施主体である組合に対する工事の前倒し着工の指導等を行うまう要請した。

・中小食料品小売業者等の流通の改革のための卸売施設等に対する農林漁業金散公庫の低

利融資制度の延長等を図るための捨置について準備中。

・下請取引あ÷せんの強化を図るため、下請取引オンライン・ネットワークシステムの稼

働に向けて準備中（1．0月16日開始予定）。

・雇用動向についての情報を収集し分析するため、業種別の雇用動向について業界団体か

ら（8、9月）、また、地域別の雇用動向について各都道府県が当該地域の主要業種の業

界団体から（8月）ヒアリングを実施した。今後も随時、－業種別、地域別の雇用動向のヒ

アリングを実施する予定。

・雇用調整助成金の業種指定基準を改正し、10月1日から1年間の暫定措置として、指

定要件のうち雇無量に係る要件を前年同期比で「概ね5’％以上減少」から「増加していな

いjに緩和した。この措置′により、新たに10業種を対象業種として指定した（10月1
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7．生活ニーズの多様化への対応

川　民生分野を中心とした新規需要の開拓

民生分野を中心とした新規需要の開拓に向け、最新の技術動向（例　マルチメディ

・ア技術、革新的合繊技術）を踏まえた製品、システムや新しいライフスタイルに対応

した製品、サービスに係る潜在的ニーズの操究や将来展望の検討を行う。、

（2）利用者の立場に立った行政の情報化等

利用者の立場に立った行政情報システムの恕廟等を目指し、国、地方公共団体等の

情報関連機器の導入等を促進するため、各省庁会議等の機会を通じた情報化投資の促

進の呼びかけ等を行う。

（3）消費者借用の適切な活用

支払期限に係る条件の緩和等消費者信用の通功な活用策について早急に検討し、可

能なものから速やかに実施する。

（4「集客努力による購買意欲の喚起

流通業の活性化、各種イベントの積極的活用等を通じて購買意欲の喚起を図る。

8．輸入の促進

川　外貿ターミナル等輸入インフラの整備を推進するとともに、輸入促進地域（フォー

リン・アクセス・ゾーン）の整備を促進する。また、これと関連して総合保税地域制

度の積極的な活用を図る。

・民生分野を中心とした新規需要の開拓に向け、「モノ作りのこれからを語る懇談会」を

はじめ各種研究会、懇盛会を開催醜

・「行政情報システム各省庁連絡会議」を開催し、総務庁より各省庁に対し、本年度予算

の早期執行と庁費等情報関連支出の確保を要請した（9月8日）。

・通商産業省から、クレジット業界、百貨店業界及び通信販売業界に対し具体的な検討を

要請した。これを受け、一部の会社で手数料のかからない一括払いの期限の延長や分割払

いに係る手数料の無料化を実施した。

・rジャパンエキスポ」制度を活用した地方博ゐ開催を促進し、その高い集客力により購

買意欲の喚起を図る。

・輸入インフラや輸入促進地域の整備のため、追加的財政措置を検討中。

・輸入促進地域に関心を持つ地方公葬団体に対するヒアリングを実施したほか、平成4年

度の地域輸入促進計画の作成地域の選定について主務4省（通商産業省、運輸省、農林水

産省、自治省）で喝整中。また、大蔵省において、総合保税地域制度の活用を促進すると

の観点から、地域輸入促進計画の内容について地方公共団体等に対して助言等を行ってい

る。

戸「情¶”王・PqrT†．．二【T．－÷こ
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（21外国企業の対日輸出努力を支援するためのビジネス・サポーティング・センターを

疲薗する等日本貿易振興会の輸入促進機能の強化を図る。

（3）一層の輸入促進を図るための特別の措置として、日本開発銀行等の輸入体制整備融

資及び日本輸出入銀行の製品輸入金融の金利の引下げを図る等輸入促進のための政策

金融を拡充する。

（4）政府の施設等の整備に係る政府調達において、外国製品の輸入が行われるよう配慮

する。

（51市場アクセスの改善を因る観点から、OTOの活動の充実を図る。

′

9．金融システムの安定性の確保

金融機関に対し、従来以上の徹底した合理化努力を雨読としつつ、金融システムの安

定性の確保と資金の円滑な供給を図るべく金融機関自身が総力を挙げて取り組むよう要

請するとともに、政府としても、以下のような対策を講ずることとする。

（1）金融機関の不良資産問題

①「民間金融機関の協凋による、担保不動産の流動化のためあ方策の検討を急ぎ、遅

くとも年内に具体的成案を得る。

②　金融をとりまく環境の変化を鞄まえ、金融機関の不良資産の迅速かつ的確な処理

が図れるよう、税務上の取扱いについて実態に即した運用を行うとともに、国税当

局の審理体制を整臆する。・

・ビジネス・サポーティング・センターの設置等のため、追加的財政措置を検討中。

・ビジネス・サポーティング・センタ十の本年度中の開設を目指し」通商産業省と日本貿

易振興会（JETRO）において検討中。

・日本開発銀行く、日本輸出入銀行等の套出金利引下げを準備中。このため、日本開発銀行

については出資金追加に係る日本開発銀行法の一部を改正する法律を次期国会に提出すべ

く準備中。

・日本輸出入銀行の製品輸入金融について、その拡充のための適用改善を実施した（10

月1日）。

・研究施設等の整備に伴う追加的財政捨置を検討する臥外国製品詞遠が行われるよう配

慮している。

・OTO諮問会執こ料、て、我が国の基準・認証制度等に関する問題わ所在を明確化し、

必要な対応を意見として平成5年3月末を官途に報告書としてとりまとめること、このた

めにOTO諮問会議専門家会議を開催すること等をOTO本部会合で決定し（9月21・日

）二第1回専門家会議を開催した（9月30日）。

・年内のできるだけ早い時期にまとめるよう金融界において現在、鋭意検討中。
／

・ノンバンク等の再建支援捨置に係る税務上の取扱いについての事前照会を迅速かつ的確

に処理するため、国税庁にプロジェクトチームを設ける等審理体制を整備した（9月8日

）。
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③　金融制度調査会における不良資産額の穣梅的な開示・公表の検討を踏まえ、本年

度決算期より各金融機関が不良資産額のディスクロージャーを実施することを期待

する。なお、今中間決算時点での不良資産額については、その概況を本年3月未時

点と同様に取りまとめ、公表する。

④　住宅金融専門会社、ノンバンク等の個別問題については、その処理方針の早期確

定と計画的・段階的処理に向けての関係者の一層の努力を要請する。

（2）金融機関の融資対応力の確保

金融機関の融資対応力を確保し、資金の円滑な供給を図り、貸し渋りという事態が

生じることのないよう、以下のような対策を講ずる。なお、これらの措置により、平

成5年3月未のBIS自己資本比率最終基準（8％以上）への対応が可能となるもの

と考えられる。

①　永久劣後債及び強制転換植付劣後転換社債などの導入が行われているところであ

るが、今後とも、永久劣後ローンなどの新たな自己資本充実手段の拡充を図る。

②　債権の流動化の手段について、新たに信託方式を活用するなど一層の多様化に努

める。

（3〉　金融制度改革の実施

金融梯関が自主的な判断に基づき選択した経営路線に従って、経営上の創意工夫を

発揮し、自らの特性をいかしつら、金融環境の変化に対応した業務の展開を行えるよ

う、先般成立した金融制度改革法の着実かつ円滑な実施を図る。

10．－証券市塙の活性化等

証券市場が企業の長期資金の調達及び国民の資産形成の場として本来の機能を果たせ
＼

るよう、安定的で活力ある市塙の確立に向けて、以下のような株式運用規制の緩和等の

対策を講じ、個人及び機関投資家等の株式市場への参加を促進する。

・不良債権につき、その実態に応じた償却が可能となるよう、債権償却特別勘定の設定に

ついて通達を発出した（9月18日）。

・10月下旬には今中間決算時点での不良資産額の概況を発表する予定。

・要諦済。

・9月未に最初の永久劣後ローンが実行された。

・債権流動化のための信託方式についての通達を10月以降に発出する予定。

・現在、平成5年4月頃を目途として法律を施行すべく、政省令の制定作業等を進めてい

る。
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川　株式運用規制の見直し

①　公的資金く郵貯、簡保等）による簡易保険福祉事業団等を通じる単独運用指定金

銭信託（指定単）への運用について、その株式組入れ比率の制限を設けない新たな

指定単を設けるとともに、財政投融資計画の資金運用事業の資金に1兆1．200

億円の追加を行う。

これに4年度財政投融資計画に資金運用事業として計上されている分から設定さ

れるものを併せ、新たな指定単へ通用される額は2兆8．200億円となる。

②　貸付信託の運用対象に株式を追加する。

③　実績配当型金銭信託（株式組入れ限度20％）の創設を早期に実現する。

（2）政府保有株式の売却の凍結等

日本電信電話株式会社株式について、平成4年度と平成5年度の2年間、売却を凍

緒する。また、東日本旅客鉄道株式会社株式及び日本たばこ産業株式会社株式につい

ては、・平成4年度’は売却を見送る。

（3）個人投資家の長期的で安定的な株式投資の促進

①　個人投資家の長期的で安定的な株式保有を促進するため、長期保有に過した株式

投資信託の商品開発等を推進する。

②　従業員持株制度の一層の促進を図るため、制度運用を弾力化する。

③　株式の投資単位の引下げを促進するため、発行企業に対し単位のくくり直しや株

式分割を要請するとともに、株式累穣投資制度等単位株未満の株式投資が可能とな

るような方策を速やかに検討する。’

●
（初　太隼4月に蜜施された利益配分ルール等を踏まえっつ、発行命童に射し引秦続き

・9月未までに、4年度財政投融資計画に資金運用事業として計上されている分から、簡

易保険福祉事業団等を通じ、株式組入れ比率の制限を設けない新たな指定単により、以下

のとおり合計1兆7．000億円の運用が開始されている○

簡易保険福祉事業団を通じるもの（郵貯、簡保）　13．500億円

年金福祉事業団を通じるもの（年金）　　　　　　　3．500億円

合　　　　　計．　　　　　　　　　17．000億円

・上矧こ加えて、新たな指定単へ運用するため、財政投融資計画の資金運用事業に1兆1

．200億円を今後新掛こ追加することとしている。

・貸付信託の運用対象に株式を追加する通達を発出した（9．月7日）。

・実績配当型金銭厚相こついては、信託各行が11月上旬～中旬のl臓を予定している。

・日本電信電話株式会社株式について、平成4年度と平成5年度の2年間、売却を凍結す

ることとしたく8月25日）。

・東日本旅客鉄道株式会社株式及び日本たばこ産業株式会社株式についても平成4年度の

売却を見送ることとしたく8月28日）。

・長期保有に過した新商品の開発については、現在、業界統一商品として（杜）証券投資

信託協会で検討中。

・その他の長期保有を促進するための工夫については、現在、各社において検討中0

・現在、具体的な弾力化方法につき鋭意検討中。

・東京旺券耶l所において、大幅な株式分割等により株式投資者層の拡大等に貢献してい

ると認められる上場全社を表彰する制度を創設し、第1回目の表彰を9月14日に実施し

た。

・大蔵省から、（社）経済団体連合会の資本対策委員会等の場において企業に対し要請し

慧株式累搬資農こ向け、具体的な商品役計等について検討中。
．大蔵省から、（社）経済団体連合会の資本対策委員会等の量削こおいて企業に対し要請し
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配当性向の引上げ等を要請する。

（4）企業の資金調達環填め整備

①　社債発行限度規制の撤廃、受託制度の見直し等を柱とする社債関連法の改正法案

を次期通常国会に提出すべく検討を進める毎引き続き社億市塙における諸規制、諸

慣行の見直し、撤廃を図る。

③　公正で円滑な株式公開の仕組みを確保するため、東京虹券取引所、日本証券業協

会における検討状況も躇まえ、株式公開制度の見直しを行う。

③　自己株式の取得及び保有に関する規制の見直しについて、商法をはじめ幅広い観

点からの検討を促進する。

（5）証券会社の適正な投資勧誘の推進

証券市場への円滑な資金供給を図る観点から、日本証券業協会を中心に、法令等に

つ．いての照会制度の導入等により証券営業に関するガイドラインの充実、周知徹底を

・図り、証券会社の適正な投資勧誘の円滑な推進を図る。

（6）金融機師こよる安易な益出しの抑制等

金融楓軌こ対し、決算対策のための安易な益出しの抑制を要請し、併せて配当性向

基準の適用の一時停止等の捨置を鵠ずる。

17）先物取引の在り方の検討・

現物・先物両市場の健全な発展を図る観点から、先物取引等に関しこ市場管理、取

引制度、商品性の在り方等について幅広く関係者の意見を聴きっっ検討する。

ている。

・社債発行限度規制の撤廃、受託制度の見直し等を柱とする社債関連法の改正については

、法制審議会商法部会社債法小委員会において、次期通常国会へ改正法案を操出すること

を目途に改正要綱案の取りまとめに向けて集中的な審議を行っている。

なお、これまで実施された社債発行に係る譜手数料の引下げや社債の年限の多様化等を

背景に、エクイティ・ファイナンスが困難な状況の下、国内一般事業債の発行が活発化し

っっある（4月～8月の発行執ま5．1畠0億円で、前年同調比17倍）。引き続き社債

市場における諸規制、諸慣行の見直し、撤廃を進めることとする。

・株式公開制度の見直しについては、東京証券取引所、日本証券業協会における検討の進

捗を踏まえ、早期にとりまとめを行うペく鋭意検討中。

・自己株式の取得及び保有に関する規制のあり方については、会社法の改正検討事項の一

つとして、法制審議会商法部会会社法小委員会において、既に検討を開始しているところ

であり、その審議の促進を図るべく努めている。

・現在、日本証券業協会を中心に、法令等についての照会制度の実施等に向け鋭意検討中
／

○

・金融機関による安易な益出しの抑制等について、文書により各金融機関に要請した（8

月21日）ふ

・先物取引の実情と問題点及びその対応策について幅広くヒアリングを実施しているとこ

ろであり、この結果等を踏まえ、検討することとする。



l

lb－▲

4ゝ

00

1

悔＝≡
●


